
平成１３年(ワ)第４０４４号　商標権不存在確認等請求事件
（口頭弁論終結の日　平成１５年１２月１８日）
　　　　　　　　　　　　　判　　　　決
          原　　　　告　　　Ａ
          同訴訟代理人　　　妹　尾　修一朗
          被　　　　告　　　有限会社アラブジャパンインタープライズ
          同訴訟代理人　　　江　崎　正　行
　　　　　　　　　　　　　主　　　　文
                １　原告の請求をいずれも棄却する。
                ２　訴訟費用は原告の負担とする。
　　　　　　　　　　　　　事実及び理由
第１　請求
  １　被告は，別紙第１商標目録記載の商標権につき，原告からの１９９１年９月
１０日付け譲渡を原因としてされた，ジョルダン・ハシェミット王国通商産業省商
標登録事務所１９９１年１２月２３日受付の被告名義の商標権移転登録の抹消登録
手続をせよ。
  ２　被告は，別紙第２商標目録記載の商標権につき，原告からの１９９１年９月
１０日付け譲渡を原因としてされた，ジョルダン・ハシェミット王国通商産業省商
標登録事務所１９９２年２月５日受付の被告名義の商標権移転登録の抹消登録手続
をせよ。
  ３　被告は，別紙第３商標目録記載の商標権につき，原告からの１９９１年９月
１０日付け譲渡を原因としてされた，ジョルダン・ハシェミット王国通商産業省商
標登録事務所１９９２年２月１５日受付の被告名義の商標権移転登録の抹消登録手
続をせよ。
第２　事案の概要等
  １　本件は，ジョルダン・ハシェミット王国（以下「ヨルダン国」という。）通
商産業省において，オイルストーブ及びオイルバーナーを指定商品（商品区分第１
１類）として登録されている３つの登録商標（以下「本件各商標」という。）につ
いて，原告から被告への商標権譲渡契約を原告が解除したこと等を理由として，被
告名義への商標権移転登録の抹消登録手続を求めている事案である。
  ２　前提となる事実（争いのない事実及び証拠により容易に認定できる事実。証
拠により認定した事実については，該当箇所末尾に証拠を掲げた。）
    (1)　当事者（甲１７）
        原告は，石油ストーブ等を生産する株式会社フジカ（以下，単に「フジカ
社」という。）の代表取締役を務める者である。
        被告は，化学薬品（化粧品，肥料等），薬品（医薬品，工業用薬品）等の
貿易を行う有限会社（日本法人）である。
        なお，被告代表者Ｂは，ヨルダン国において，ポーラ・スター・インター
プライズ社（ POLAR　 STAR　 ENTERPRISE 。以下「ポーラ・スター社」という。）
を経営している。
    (2)　本件各商標について（甲２３の１ないし６）
      ア　別紙第１商標目録記載の商標（登録番号１２８１８号。指定商品オイル
ストーブ及びオイルバーナー。商品区分第１１類。以下，「本件商標１」とい
う。）は，１９７４年（昭和４９年）５月１５日，原告名義で，ヨルダン国通商産
業省において商標登録され，その後，１９９１年（平成３年）９月１０日付け譲渡
を原因として，同年１２月２３日，ジャパニーズ・アラブ・インタープライズ（ 
The Japanese Arab Enterprise 。本件被告。以下同様。）名義に移転登録された。
          なお，本件商標１の有効期限は，２００９年（平成２１年）５月１５日
である。
      イ　別紙第２商標目録記載の商標（登録番号１４９５４号。指定商品オイル
ストーブ及びオイルバーナー。商品区分第１１類。以下，「本件商標２」とい
う。）は，１９７７年（昭和５２年）９月１０日，原告名義で，ヨルダン国通商産
業省において商標登録され，その後，１９９０年（平成２年）９月１０日付け譲渡
を原因として，１９９２年（平成４年）２月５日，ジャパニーズ・アラブ・インタ
ープライズ（ The Japanese Arab Enterprise ）名義に移転登録された。
          なお，本件商標２の有効期限は，２０１２年（平成２４年）９月１０日
である。
      ウ　別紙第３商標目録記載の商標（登録番号２６５７７号。指定商品オイル



ストーブ及びオイルバーナー。商品区分第１１類。以下，「本件商標３」とい
う。）は，１９８６年（昭和６１年）１月２９日，原告名義で，ヨルダン国通商産
業省において商標登録され，その後，１９９１年（平成３年）９月１０日付け譲渡
を原因として，１９９２年（平成４年）２月１５日，ジャパニーズ・アラブ・イン
タープライズ（ The Japanese Arab Enterprise ）名義に移転登録された。
          なお，本件商標３の有効期限は，２００７年（平成１９年）１月２９日
である。
    (3)　原告と被告は，１９９１年（平成３年）９月１０日，原告から被告に対
し，本件商標１を譲渡する旨の合意（以下「本件契約」という。）をし，同日付け
の商標権譲渡契約書（乙４０〔英文部分が原本〕。以下「本件契約書」という。）
を作成した（本件契約書には，譲受人の表示が「住所　東京都大田区南雪谷５丁目
９番１３号」「名前　アラブジャパンインタープライズ　代表者Ｂ」と記載されて
いるが，住所は，代表者Ｂ個人の住所である。）。
第３　争点及び争点に対する当事者の主張
  １　本件の争点は，本件契約の解除の成否である。
  ２　当事者の主張
  （原告の主張）
    (1)　本件商標１について
      ア　原告と被告の間で，次の経過の下，本件契約の締結の際に，口頭で下記
(ウ)記載の特約が合意された。
        (ア)　原告は，１９８９年（平成元年）３月頃，ヨルダン国に所在するア
ラジンヨルダン社（以下「アラジン社」という。）のＣ専務から，本件商標１の登
録名義が，原告からアラジン社名義に移転登録されている旨を聞かされた。原告
は，１９８６年（昭和６１年）頃，アラジン社との間で，フジカ社の製品たる石油
ストーブ等のヨルダン国における組立，販売等を内容とする未完成の契約書類に署
名し，アラジン社の担当者に交付したことがあった。このため，原告は，アラジン
社がこの際に原告から受領した未完成の契約書類を悪用し，本件商標１の登録名義
を原告名義からアラジン社名義に移転登録したものと，推測した。
        (イ)　原告は，これに対する対応策を探るうち，１９９１（平成３）年２
月，知人から，被告代表者のＢを紹介され，同人に上記(ア)に記載の事実について
の善後策を相談した。
          　その結果，原告から被告に本件商標１を譲渡して，ヨルダン国におい
て，被告が，真実の商標権者たる原告から本件商標１を譲り受けたとして，アラジ
ン社の登録名義を抹消する訴訟を提起し，被告において本件商標１について有効な
登録を取得してもらうこととした。そして，被告にヨルダン国での訴訟を有利に進
めてもらうため，原告は本件契約に合意し，本件契約書を作成したものである。
            なお，本件契約書の日付は，１９９１年９月１０日であるが，実際に
署名をしたのは，Ｂがフジカ社事務所に来た同月２７日である。
        (ウ)　また，原告と被告の間で，本件商標１の譲渡代金である２０万ドル
は，被告がヨルダン国にて有効な登録名義を得られた時に，原告に持参又は送金し
て支払う旨の特約（以下「本件特約」という。）が合意された。
            本件契約書には，被告から原告に対し，２０万ドルを支払った旨が記
載されているが，これは，上記のとおり，本件契約書を，ヨルダン国での被告とア
ラジン社との間の裁判で証拠として使用し，その訴訟を有利に進行させるためであ
って，事実に反して記載されたものであり，本件特約を書面にしなかったのは，被
告からの要請である。
      イ　本件契約締結後，原告は，被告が，本件契約締結時の約束どおり，本件
商標１の真の所有者である旨主張し，ヨルダン国において，アラジン社を相手方と
して訴訟を提起し，１９９７（平成９）年８月末頃には，名実ともに本件商標１の
商標権者として本件商標１の移転登録を完了したものと信じていた。しかし，その
後，そもそも本件商標１の登録名義が原告からアラジン社に移転登録されていた事
実はなく，本件商標１については，本件契約により，原告名義から直接被告名義に
移転登録されたことが判明した。
      ウ(ア)　しかし，いずれにしても，結果として，被告は，本件商標１につい
て，有効な登録名義を取得しているものである。しかるに，被告は，原告に対し
て，２０万ドルを支払わない。そこで，原告は，被告に対し，商標譲渡代金の不払
いを理由として，平成１３年８月２１日ころ被告に到達した本件訴状をもって，本
件契約を解除する旨の意思表示をした（以下「本件解除」という。）。



            よって，原告は，被告に対し，本件解除に基づく原状回復として，本
件商標１につき，被告名義への移転登録の抹消登録手続を求めるものである。
        (イ)　仮に，上記解除が認められないとしても，本訴状が送達された平成
１３年８月２１日ころから相当期間たる１０日間が経過したことをもって，本件契
約は解除されるに至ったものである。
    (2)　本件商標２及び同３について
      ア　原告は，被告から，ヨルダン国でのアラジン社との裁判を有利にするた
めの資料が必要であるという口実で，本件商標２及び同３，並びにこれらが付され
ている品物に関するビジネスとその権利等を被告に売却，譲渡すること等を要請さ
れた。そこで，原告は，本件契約当初は対象となっていなかった本件商標２及び同
３などについても，被告に譲渡する旨を合意した書面（乙２５など）に署名した。
      イ　本件商標２及び同３は，上記アのとおり，真実は，原告から被告に譲渡
されていないものであるから，原告は，本件商標２及び同３につき，被告名義への
移転登録の抹消登録手続を求める。
  （被告の主張）
    (1)　本件商標１について
      ア　原告と被告は，１９９１年（平成３年）９月１０日に本件契約に合意
し，被告代表者Ｂと原告は，同月３０日，本件契約書について，公証人の認証を受
けるため，東京都千代田区にある霞ヶ関公証役場に赴いた。
          本件商標１の譲渡代金２０万ドルについては，霞ヶ関公証役場に赴く前
に待ち合わせた同役場所在のビル内にあるレストラン又は喫茶店において，Ｂが，
現金２０万ドル（１００ドル紙幣で２０００枚）を被告会社の封筒に入れて，原告
に手渡した。
          したがって，被告に譲渡代金支払債務の不履行の事実はない。
      イ　原告と被告の本件契約締結後の経過は，次のとおりである。被告は，本
件契約が合意された１９９１年９月１０日当時，原告から，本件商標１の登録名義
がアラジン社名義になっているなどという話を聞いていない。
          仮に，原告の主張するように本件契約締結当時被告から原告への２０万
ドルの支払がされていなかったとしたら，下記(イ)のように，１９９１年（平成３
年）１２月１９日，原告の本件契約の条項の違反を理由として，被告から原告に２
０万ドルの返還を請求するはずがない。
        (ア)　被告が，１９９１年１２月８日，ヨルダン国にて，本件商標１につ
いて，移転登録の申請手続に着手したところ，同月１２日，アラジン社から，ＦＵ
ＪＩＫＡ商標を使用してはならない旨の警告状を受けた。
        (イ)　被告は，原告に対し，１９９１年１２月１９日，本件契約の３条
（原告は，ヨルダン国及び海外において，「ＦＵＪＩＫＡ」商標の唯一の所有者で
あり，本商標についてはいかなる紛争もなく，原告は以前に他者に対して譲渡した
ことがないことを承認する旨の条項）に違反するとして，支払済みの２０万ドルの
返還を求めた。
        (ウ)　被告は，１９９２年（平成４年）１月１５日にも，アラジン社から
法的手続をとる旨の警告状を受け，同月１８日，同年３月２４日，同年５月２２日
に，原告に対し，本件契約条項違反と２０万ドルの返還を求める催告を行ったが，
これらに対して原告から回答されることはなかった。
        (エ)　結局，被告は，アラジン社から訴訟を提起され，この裁判につい
て，弁護士費用等の出費を余儀なくされたため，原告に対し，１９９３年（平成５
年）１月１２日に３万３０００ドルを，同年９月９日に６万６０００ドルを請求し
たが，一向に支払われなかった。
    (2)　本件商標２及び同３について
        本件商標２及び同３は，１９９１年１１月１２日付けジョイント・リクエ
ストの契約（乙２５）に基づき，原告から被告に対し，適法に譲渡されたものであ
る。
第４　当裁判所の判断
  １　前記の「前提となる事実」（前記第２，２）に，証拠（該当箇所記載の後掲
各証拠，原告本人尋問（第１，２回。以下，同様），被告代表者尋問）及び弁論の
全趣旨を総合すれば，次の各事実が認められ，この認定を左右するに足りる証拠は
ない。
    (1)　原告とアラジン社との関係について
      ア　原告は，東京都内所在の特許開発有限会社（以下「特許開発」とい



う。）に対し，１９８３年（昭和５８年）１２月２２日， 原告がヨルダン国，イラ
ン等で出願していた本件商標１及び本件商標２を含むＦＵＪＩＫＡの商標等１０種
類を譲渡する売買契約を締結した（乙２７）。
      イ　原告，特許開発及びアラジン社は，１９８５年（昭和６０年）９月１８
日，下記の内容を含む契約書（乙２４）に調印した。
        「（前文）・・・
            原告と特許開発は，日本及び世界中でＦＵＪＩＫＡストーブの商号と
商標のオーナーである。
            原告と特許開発は，アラジン社に，次の権利を認める契約の締結を求
め，アラジン社はこれを受諾した。
            （ａ）　全てのＦＵＪＩＫＡストーブを製造組立してヨルダン国，サ
ウジアラビア，アラブ首長国連邦・・・に販売する権利
            （ｂ）　当該地域での全てのＦＵＪＩＫＡストーブを独占的に販売す
る権利・・・」
            「原告と特許開発は，アラジン社の同意を得ずにＦＵＪＩＫＡ商標を
いかなる第三者にも譲渡してはならない。
            以上を前提として，当事者は次のとおり，合意する。」
        「第２条　アラジン社は，原告が日本で登録し，原告と特許開発がヨルダ
ン国で登録している商標等（登録番号第１２８１８号商標「ＦＵＪＩＫＡ」，登録
番号第１４４９９商標「ＦＵＪＩＫＡ」，登録番号第１４９５４商標「ＦＵＪＩＫ
Ａ」（アラビア語），特許番号第９６２号特許権）の行使された「ＦＵＪＩＫＡ」
ストーブの製造販売を行うものとする。」
        「第３条　アラジン社は，当該地域のＦＵＪＩＫＡストーブの販売総代理
店となるものとする。」
        「第６条　アラジン社は，原告と特許開発に対し，当該地域での１年間の
製造販売数量の工場渡し価格の２．５％のロイヤルティを支払う。」
        「第１６条　アラジン社は，当該地域の国々で唯一の独占的製造販売権を
有するものとする。」
      ウ　アラジン社は，１９８９年３月１５日，上記契約に従い，原告及び特許
開発に対してロイヤルティを振込送金した。
          なお，原告は，ヨルダン国通産省から，上記契約締結前，本件商標１な
どについて，その有効期間満了前に更新手続を取らなかったために無効となる旨を
通知されていたが，抹消手続等がとられず，放置されていた状態となっていたた
め，アラジン社その他ヨルダン国の特許事務所などの働きかけにより，再登録手続
が取られた（乙２８ないし３７）。
    (2)　本件契約に至るまでの経緯について（乙２１の２，４０，被告代表者尋
問）
      ア　１９９０年（平成２年）２月ころ，被告代表者Ｂは，知人を介して，フ
ジカ社社長であった原告と知り合った。
          フジカ社は，１９８３年に倒産し，その後事業を再開したものの，１９
８９年にヨルダン国に輸出したＦＵＪＩＫＡブランドの石油ストーブが大量に売れ
残っていたため，これをなんとか売却できないかということで，原告が，被告に相
談を持ちかけた。
          被告は，当時，ＦＵＪＩＫＡブランドの石油ストーブは，中近東付近で
は人気が高く，販売価格次第では売却できるだろうとの理由から，フジカ社と取引
を行うこととした。　
          そして，１９９０年３月ころ，フジカ社と被告との間で，上記の売れ残
っていた石油ストーブについての譲渡契約が締結された。
      イ　被告は，原告から購入した石油ストーブを売却したが，これらのストー
ブは，長期間アカバ港で保管されていたため，全体の２５％ほどが腐食とさびによ
る損傷を受けており，被告は，売却先から損害賠償を請求される事態となった。被
告は，売却先に賠償金を支払ったことによる損失について，フジカ社に対し，損失
分相当額の賠償を求めたが，フジカ社からは，経営難を理由に賠償金を支払うこと
はできない旨の返答を受けた。
      ウ　被告とフジカ社は，１９９１年（平成３年）１月から９月の間，ＦＵＪ
ＩＫＡブランドの石油ストーブの取引についての話し合いを続ける一方，フジカ社
からの賠償金（上記イ）の支払いについては，経営難から金銭は支払えないので，
原告が有するＦＵＪＩＫＡ商標を被告に売却したいとの提案を受けた。



      エ　そして，原告と被告は，１９９１年９月１０日，原告が，被告に，本件
商標１を譲渡することで合意し，同日付けで本件契約書の草案を作成し，数回にわ
たる話合いの結果，譲渡代金は２０万ドルと合意され，その余の条項についても合
意に達した。
          本件契約書には，次の条項が記載されていた。
          「第３条　保証
            　　第１当事者（本件原告）は，ヨルダン国及び海外において『ＦＵ
ＪＩＫＡ』の商標の唯一の所有者であり，本商標についてはいかなる紛争も生じて
おらず，第１当事者は，以前に他の誰にも譲渡証書を与えたことがないことを承認
する。」
          「第５条　無競合
            　　第１当事者は，フジカ社の商標類似の商標をヨルダン国及び海外
にて使用せず，本商標に関係がある製品を製造せず，ヨルダン国及び海外における
商取引にそれを使用しないことを約束する。さもなければ，第２当事者（本件被
告）は，この不法な競合を阻止するために必要な予防措置をとる権利とすべての保
証を要求する権利を有する。」
          「第６条　価格
            　　本件契約は，本件契約の際，第２当事者から第１当事者に総額米
国ドル２０００００が支払われて完了した。これにより，第１当事者は，その金額
を受領したことを認め，かつ，本契約書の冒頭にて記述されているようにヨルダン
国において登録されている本商標の所有権を要求しないものとする。」
      オ(ア)　原告と被告は，本件契約の内容につき公証役場で認証してもらうこ
ととし，１９９１年９月３０日，原告と被告代表者Ｂは，東京都千代田区所在の霞
ヶ関公証役場に赴いたが，同役場を訪れる前に，同役場の所在するビル（飯野ビ
ル）の喫茶店で，Ｂは，原告に対し，本件契約上の譲渡代金として現金２０万ドル
（被告会社の封筒に入れた１００米ドル紙幣２０００枚）を支払った。
            当日，霞ヶ関公証役場において，公証人Ｄにより，原告と被告代表者
Ｂが，同公証人の面前で１９９１年９月１０日付けの本件契約書（原本は英文のも
の。乙４０）に署名したことが認証された。
        (イ)　上記の点について，原告は，２０万ドルについて領収書を受け取っ
ていないこと，また，当時，２０万ドルという大金を授受するには，外国為替に関
する省令により大蔵大臣の許可等が必要であったはずであるのに，これらに関する
書類が一切提出されていないとして，被告からの２０万ドルの支払事実を否定し，
原告本人も本人尋問及び陳述書（甲１６，２５，２９，３０の１）において，これ
に沿う内容の供述をしている。
            しかし，証拠（乙２１の２，４０，被告代表者尋問）によれば，この
とき原告から，税金対策のため，２０万ドルの受領については領収書を出したくな
いという要望があり，領収書は作成されなかったこと，本件契約書６条に「本件契
約は，本件契約の際，第２当事者から第１当事者に総額米国ドル２０００００が支
払われて完了した。」と明記されていることから，被告代表者Ｂとしても，契約書
の記載で十分と考えてそれ以上に領収書を要求しなかったことが認められる。ま
た，証拠（乙１９，２０，被告代表者尋問）によれば，当時，被告は，アラブ諸国
や日本等の各国で貿易を行っており，まとまった現金を有していたものと認められ
るから，外国為替に関する省令による手続書類が存在しないことは不自然とまでは
言えない。これらに照らせば，２０万ドルを受領していないという原告本人の供述
はたやすく信用できない。
        (ウ)　また，原告は，本件契約書に署名したのは，同月２７日，Ｂが，フ
ジカ社を訪れたときであった旨主張し，当時の手帳である甲３０の２ないし６を提
出する。
            たしかに，原告が当時使用していた手帳（甲３０の５）には，同月２
７日の午後４時の欄に「Ｂ来社」と記載され，その右欄に「Ｓｉｇｎ」と記載され
ていることが認められ，Ｂが，その日にフジカ社を訪れたことは認められるもの
の，同手帳に記載された「Ｓｉｇｎ」が，本件契約書にサインしたことを意味する
ものかどうかは明らかではない。上記のとおり，霞ヶ関公証役場において，公証人
の面前で署名したことが認証されている以上，原告の主張は採用できない。
    (3)　本件契約締結後の経緯
      ア　本件契約締結後，被告は，本件商標１以外にもヨルダン国におけるＦＵ
ＪＩＫＡ商標が存することを知り，本件契約の第５条に基づき，本件商標２，本件



商標３及びヨルダン国第９６２号特許権についても，１９９１年（平成３年）９月
１０日付けの譲渡契約書により，原告から被告に移転されたものとして，被告がこ
れらの商標権及び特許権について権利者として登録されることを求めるヨルダン国
通産省宛ての原告と被告の共同申請書（ＪＯＩＮＴ　ＲＥＱＵＥＳＴ）を作成し
た。そして，同年１１月１２日，霞ヶ関公証役場において，原告の代理人たるフジ
カ社の担当者Ｅは，原告が同書面に署名捺印したことを自認している旨を公証人に
陳述し，被告代表者Ｂは，公証人の面前で同書面に署名捺印し，これらの旨を公証
人Ｆが認証した（乙２５，被告代表者尋問）。
      イ　被告は，アラジン社から，１９９１年（平成３年）１２月１２日，次の
内容の警告状を受けた（乙１０）。
          「当社は，御社が，ＦＵＪＩＫＡ商標について権利を主張していると聞
きました。当社は，１９８５年（昭和６０年）９月１８日に原告とＧ氏（特許開発
社長）と契約し，ヨルダン国での商標権を取得しているので，ＦＵＪＩＫＡ商標権
の行使は控えて欲しい。さもなければ，法的手続を採ることになります。」
      ウ　被告は，アラジン社から上記イのとおり，警告を受けたため，１９９１
年（平成３年）１２月１９日，原告に対し，「アラジン社と原告の１９８５年９月
１８日付けの契約が存在することは，原告と被告の本件契約第３条に違反する。ア
ラジン社との裁判には時間と莫大な費用がかかります。つきましては，本件契約は
無効であるので，２０万ドルの返還を求めます。早急な回答を願います。」などと
記載した文書（乙１１）を送付した。
      エ(ア)　その後，被告は，ヨルダン国通産省から，被告が申請した本件契約
に基づく商標権の移転登録申請を１９９１年１２月２３日付けで正式に受理した旨
の通知を受けたが，本件契約書には本件商標１の記載しかなく，本件商標２，本件
商標３及び第９６２号特許権に関する譲渡契約の記載がない旨の連絡を受けた。
            そこで，被告は，原告に対し，これらの商標権及び特許権について
も，再度正式な契約書を作成するか，もしくはすべての契約を破棄し，２０万ドル
の返却をするかと申入れたところ，原告から，被告の希望するどのような契約書を
作成しても構わないとの返答を受けた。そこで，１９９２年１月１６日，原告は，
「ヨルダン国商標権譲渡契約書」と題する書面（乙２６）を作成して署名，捺印し
た上で，被告に交付した。そして，同日，霞ヶ関公証役場において，公証人に，原
告と被告の代理人であるＥが，原告が上記書面に署名したことを自認している旨を
陳述し，これを公証人Ｈが認証した（乙１２，２１の２，２３，２６）。
        (イ)　上記の「ヨルダン国商標権譲渡契約書」（乙２６）の内容は，要旨
次のとおりである。
            「Ａ（譲渡人。本件原告）は，登録第１２８１８号，第１４９５４号
及び第２６５７７号各商標権並びに第９６２号特許権の権利者である。アラブジャ
パンインタープライズ（譲受人。本件被告）は，前記商標権の取得を切望してい
る。そこで，譲渡人は，譲受人から譲渡人に渡された２０万米ドルその他を受領す
る対価として，前記登録商標に関するすべての権利を，譲受人に譲渡する。この契
約書は，譲受人が署名することで有効となる。」
      オ　被告は，その後も，アラジン社から，ファクシミリにより，上記イと同
様の内容の警告文書の送付を受けたため，その度に，原告に対し，上記ウと同様，
原告が本件契約の第３条に違反しているとして，２０万ドルの返還を求めた。しか
し，原告からは何ら回答がなく，結局，被告は，アラジン社から訴訟を提起され
た。
          そして，被告は，遅くとも１９９３年１月１２日以降には，原告に対
し，本件契約書第３条違反を理由として，アラジン社との訴訟及び１９９１年以降
の原告に対する紛争に関する弁護士費用を繰り返し請求した（乙１ないし９，１３
ないし１６，２１の２）。
    (4)　本件各商標に関するヨルダン国での裁判について（乙１８，２１の２，４
４ないし４６，被告代表者尋問）
      ア　アラジン社は，１９９３年（平成５年）１０月２８日，本件各商標に係
る被告の登録名義の抹消を求める請求を商標登録事務所に申請したが，１９９６年
（平成８年）１０月６日に却下され，本件各商標については，アラブジャパン（本
件被告）名義の登録が正当である旨の決定を受けた。アラジン社は，これを不服と
して，同月１４日，商標登録官吏及び被告を相手として，①本件契約書は違法に作
成されたものであるにもかかわらず，商標登録を許可した商標登録官吏の過失，②
本件各商標は，原告名義で登録されてからその登録期間満了前に更新手続きを取ら



なかったために，無効となっていたが，その後の違法な再登録手続により有効な商
標と扱われ，原告から被告に譲渡されたものであり，原告から被告に対する譲渡は
無効であることなどを理由として，ヨルダン国最高裁判所に提訴した。
      イ 上記提訴につき，ヨルダン国最高裁判所は，１９９７年（平成９年）２月
２６日言渡しの判決において，「１９９１年９月１０日，商標法２３条の規定に基
づき，商標所有者（本件原告）と第２被告者（本件被告）間で商標譲渡契約書（本
件契約書）が作成され，商標は所有者から第２被告者へ正式に売却譲渡された。こ
れに従い，商標登録官吏は，第２被告者が正式な商標所有者であると決定し，本件
商標１については１９９１年１２月２３日に，本件商標２及び本件商標３について
は１９９２年２月１５日に，それぞれ移転登録された。」として，本件商標１ない
し３については，いずれも１９９１年９月１０日付けの本件契約書に基づいて，原
告から被告に適法に譲渡され，適式に移転登録されたことを認定し，商標登録官吏
の過失は認められないなどとして，アラジン社の提訴を棄却した。
  ２　本件は，ヨルダン国において登録された商標権に関する請求であり，渉外的
要素を含むものであるから，準拠法を決定する必要がある。本件においては，本件
商標１については，原告が譲渡代金の不払いを理由として譲渡契約を解除したと主
張して，契約解除に基づき本訴における請求をし，被告は解除を争っているもので
あり，本件商標２及び同３については，被告が原告との契約に基づいて譲渡を受け
たとして原告の請求を争っているものである。このように，本件においては，原告
と被告との間の上記各商標権に関する契約の成否ないし解除の成否が問題となって
いるところ，この問題に適用されるべき法律は，これらの契約の当事者が日本人
（原告）と日本法人（被告）であり，また，契約締結地は我が国であることから，
法例７条１項，２項により，準拠法は日本法となる。
      そして，上記１において認定した各事実を総合すると，①原告は，既に１９
８５年に，アラジン社との間で，ヨルダン国等の中近東において本件各商標を含む
ＦＵＪＩＫＡ商標の付された石油ストーブをアラジン社が独占的に販売することを
許諾する契約を締結していたこと，②しかるに，原告は，本件契約当時，金銭的に
困窮した状態にあったため，まず，被告に本件商標１を譲渡することとし，１９９
１年９月１０日，本件商標１の譲渡について被告と合意し，その後，話し合いの結
果，譲渡金額を２０万ドルとすることし，同月３０日，被告から現金で代金２０万
ドルの支払を受けたこと，③その後，被告からＦＵＪＩＫＡ商標に類似する本件商
標２及び同３などの商標の存在を指摘されたことから，原告がこれらの商標権を有
したまま，これを行使すると，本件契約第５条に違反する結果を招くことになるの
で，１９９１年９月１０日付け本件契約書５条に基づき，本件商標２及び同３につ
いても，既に支払われた２０万ドルを対価として被告に譲渡する旨を合意し，同年
１１月１２日付けの共同申請書（ＪＯＩＮＴ　ＲＥＱＵＥＳＴ）が作成され（上記
１(3)ア），さらに，１９９２年１月１６日に正式な書類として，「商標権譲渡契
約」が締結された（上記１(3)エ(ア)）こと，が認められる。
      したがって，被告は，本件契約に定める譲渡代金２０万ドルを支払ったもの
であるから，代金支払債務の不履行を理由として本件商標１につき被告名義への移
転登録の抹消登録手続を求める原告の請求は，理由がない。また，本件商標２及び
同３についても，被告は，原告との契約に基づいて譲渡を受けたものであって，被
告は適法に自己名義への移転登録を受けたものであるから，本件商標２及び同３に
つき，被告名義への移転登録の抹消登録手続を求める請求も理由がない。
  ３　原告の主張について（事実認定についての補足説明）
  　(1)　原告は，アラジン社が，原告の署名した書類を悪用して本件各商標の登録
名義を原告名義からアラジン社名義に移転登録したことで，原告が困窮している際
に，１９９０年２月に知人からＢを紹介されたと主張し，原告本人は，本人尋問及
び陳述書（甲１６，２５，２９，３０の１）において，これに沿う供述をしてい
る。
        しかし，これは本件各商標につきアラジン社名義への移転登録が行われた
ことはないという客観的事実に反するものであり，さらに，証拠（甲１２の１，乙
４２）によれば，原告と被告との間では，１９９０年２月よりも以前から取引が行
われていたことは認められるもので，１９９０年２月に初めてＢを紹介されたとい
う原告本人尋問（第１回）における供述は，これに反する。また，原告は，アラジ
ン社の担当者からＦＵＪＩＫＡ商標の名義がアラジン社に変更されていると言われ
て，その話を信じたとも主張するが，ヨルダン国等の中近東においてＦＵＪＩＫＡ
商標に関する商取引を行っていた原告が，自己の商標について実際に誰の名義にな



っているかを登録原簿等で確認することもなく，アラジン社の担当者の話を軽々に
信じたというのは，極めて不自然である。
        原告は，本件各商標の登録名義がアラジン社になっていると信じた理由に
ついて，原告本人尋問（第２回）や陳述書（甲２９）において，単なる記憶違いで
あったとか，アラジン社との間で交わされた契約書は脅迫によってなされたもので
あるなどとも述べているが，供述の変遷についての合理的な理由は述べられておら
ず，いずれの原告の主張もあいまいとの印象を払拭できない。
        かえって，１９９３年（平成５年）９月１０日付けの被告から原告にあて
た文書（乙１７の１）によれば，有効期間の過ぎた商標について更新手続がとら
れ，Ａ名義（本件原告名義）で登録されたことを知っていたと思われる記述があ
り，遅くとも同日ころには，原告は，本件各商標が原告名義で再登録された事実を
知っていたはずであるから，本件訴訟中に，原告名義で再登録されていた事実が分
かったという原告本人の供述は信用できない。
    (2)　また，原告は，①１９９０年１０月３日，被告からフジカ社担当者のＥに
あてたファクシミリ文書（甲５）に，１９９０年１０月２日付けAL-RAI NEWS DAIRY 
NEWS PAPER（ニュース日刊新聞）に掲載されたと思われる「アラジン・マニュファ
クチャリング株式会社は，ヨルダン国及びすべてのアラブ諸国において『ＦＵＪＩ
ＫＡ』の商標でのヒーターの製造，販売及び流通に関する権利を有する唯一の会社
である。ブランドネーム『ＦＵＪＩＫＡ』での製品の輸入及び販売を商人に禁じる
ことも警告する。この警告に違反した者に対して必要な法的措置をとる。」との警
告が記載され，最後に，「＊＊＊Ａ様，ヨルダン国の弊社の弁護士に上記をはっき
りさせるために公式の文書で貴殿の意見を述べてください。」と記載されているこ
と，②１９９１年８月２２日，被告からフジカ社にあてたファクシミリ文書（甲
６）には，「‥‥‥ヨルダン国でのＦＵＪＩＫＡ商標登録について，貴殿の登録を
再確認するために，弊社の弁護士と共に通産省に行って来たが，‥‥‥スムーズに
いきません。原告が，ヨルダン国の裁判所まで来て，ジュマあるいはアラジン社が
いずれも有効な契約書を持っていないことを証明する書類を示し説明する必要があ
る。その他の方法としては，ＦＵＪＩＫＡの商標を被告の名前に名義書換をするこ
とです。そうすれば，ヨルダン国人としての被告が新しい契約当事者として本件を
片づけることが可能になるでしょう。原告の権利が我々と共にあることを保証しつ
つ，個別の契約書に署名できる。その結果，原告は，被告と共に安全な側にいるこ
とになるでしょう。」と記載されていることを根拠に，被告は本件契約締結時，原
告とアラジン社との間で商標権に関する紛争が生じていたことを知っていた旨を主
張し，上記各ファクリミリ文書（甲５及び甲６）が，被告から発信されたものであ
ることを証するものとして，ファクシミリの発信元が記載された甲５と同一の内容
の甲１１の１（同書最上部には「'90　10/3　14:53　ＡＪＥ03729-4149」と記載さ
れている。），甲６と同一の内容の甲８の１及び２（同書最上部には「22/8/91　
15:30　ＰＯＬＡＲ　ＳＴＡＲ　ＥＮＴＥＲＰＲＩＳＥ　ＪＯＲＤＡＮ→
032564660」と記載されている。）を提出する。
        しかし，Ｂは，被告代表者尋問において，甲５に記載された発信人のサイ
ン「＊＊＊＊＊＊＊＊」は自分のサインではない旨を供述しており，他の文書にお
けるＢの署名と一見すると似ているように見えるというだけで，これをＢ自身の署
名と断定することはできないこと，甲６のファクシミリ文書については，発信元の
欄に「＊＊＊＊＊＊＊＊」と記載されており，Ｂの名前とつづりが異なっているこ
とに加え，同ファクシミリ文書の形式は，ポーラ・スター社からフジカ社に送信さ
れた他のファクシミリ文書（甲９の１，１０の１）の形式とは異なっていること，
さらに，Ｂのパスポートの写し（乙１９の３及び４，乙２０の１ないし５）によれ
ば，Ｂは，甲５が送信されたという１９９０年１０月３日にはアラブ首長国連邦の
ドバイに，甲６が送信されたという１９９１年８月２２日にはギリシャのアテネに
滞在していたことが認められる。
        そうすると，原告が挙げるファクシミリ文書（甲５及び甲６）について
は，いずれも被告代表者が作成して送信したものであると認めるに足りない。ま
た，これらのファクシミリ文書（甲５，６）の内容は，本件各商標につき，被告が
原告から譲渡を受けた後に，アラジン社から権利を主張されて，同社から訴訟を提
起されたとの前記認定と矛盾するものでもない。いずれにしても，これらのファク
シミリ文書（甲５，６）の存在をもって，前記認定を妨げるものとはいえない。
    (3)　さらに，原告は，Ｂが被告代表者としてＥに送付した１９９１年１２月２
１日付け文書（甲１３の１）に，「過去に生じた問題は，‥‥‥その問題を取り除



き，勝利に至るため，我々側の弁護士と共に‥‥‥闘っております。」とか，「添
付した３通の書類は，我々の弁護士が，ヨルダン国の通産省とヨルダン国の裁判所
に，法的手続を取るために必要な書類です。」と記載されていることから，被告が
原告に代わってヨルダン国での裁判をしていること，すなわち本件各商標の実質権
利者は原告であること（代金は未払であること）が十分に推認できるとも主張する
（原告準備書面４・２頁以下）。
        上記文書（甲１３の１）については，被告代表者Ｂも自らの署名であるこ
とを認めている（被告代表者尋問調書１９頁）ものであるが，上記内容には具体的
事項は含まれておらず，上記の記載内容は，アラジン社から提起された訴訟に被告
が応訴している状況を原告に説明したものと解することが可能である。したがっ
て，上記文書の存在から，原告の主張するように，原告が本件契約当時本件商標１
の名義がアラジン社名義になっていたと考えて，被告が原告に代わりヨルダン国で
訴訟遂行するための便宜のために本件契約書を作成したとの事実を推認することは
できない。
    (4)　原告は，被告に対して何度も口頭で２０万ドルの支払を請求したとも主張
するが，実際に原告が２０万ドルを受領していないのであれば，口頭だけでなく，
書面でも被告に支払を請求することも十分考えられるところ，本件においては，原
告から被告に代金の支払を催告する文書は，写しないし控えを含めて一切提出され
ていない。
        他方，証拠（甲４の１ないし３）によれば，被告がフジカ社あての１９９
８年（平成１０年）１０月１日付け文書により，１９９１年以来のＦＵＪＩＫＡ商
標等に関するアラジン社との間の訴訟の弁護士費用の一部として１万５０００米ド
ルの支払を要求したことに対応して，同月１７日に，「ヨルダン国におけるＦＵＪ
ＩＫＡ商標及び関連の裁判問題の解決を図るため」として，フジカ社から被告に対
して電信為替で１万５０００米ドルが送金されている事実が認められる。仮に，原
告の主張するように，被告の２０万ドルの代金支払債務が未履行であって，原告が
その支払いを催告していたというのであれば，そのような状況の下において，フジ
カ社から被告にこのような多額の金員が送金されているのは，不自然であって到底
説明困難である。
        なお，証拠（甲２６の２ないし４，２７の１ないし４，乙３８，３９，原
告本人尋問，被告代表者尋問）によれば，フジカ社は，被告の銀行口座に，１９９
３年（平成５年）４月１６日，同年７月６日，同年１２月１６日に各５０万円を，
１９９４年（平成６年）６月２３日に３９万５０００円，同年７月２０日に１００
万円を送金していることが認められるが（これらは，原告と被告との間における石
油ストーブ等の取引に関して生じたものであって，本件各商標に関するものではな
い。），このようにフジカ社から被告に通常の取引に対応した送金が行われている
ことに照らしても，当時被告が２０万ドルの代金支払債務を未履行であったという
原告の主張は，到底認められない。
    (5)　その他，本件契約の内容及び本件特約存在等に関して原告の主張する内容
や，これに関する原告本人の陳述書（甲３，１６，２５，２９）の記載は，いずれ
も，本件に表れた書証等の客観的な証拠と矛盾するものであって，たやすく信用で
きず，採用できない。
  ４　結論
      以上によれば，本件各商標はいずれも原告から被告に譲渡され，ヨルダン国
通産省において，適法に被告名義に移転登録されているものであり，原告の主張す
る解除等の事情は認められないから，原告の請求はいずれも理由がない。
  　　よって，主文のとおり判決する。
    
    　　東京地方裁判所民事第４６部
            
                裁判長裁判官　　　三　　村　　量　　一
                    
                    
                      裁判官　　　大 須 賀　　寛　　之
                          
                          
                  　　裁判官　　　松　　岡　　千　　帆



（別紙）
第１商標目録第２商標目録第３商標目録


